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Ⅰ 本ガイドブックのコンセプト
このガイドブックは、地域コミュニティ組織の運営を行っているみなさんに向け

て、作成いたしました。新規活動を始めたいけど、どうすればいいかわからない。
組織の経済的自立のために、自主財源が欲しいが、なかなか上手くいかない。など
様々なお悩みを抱えながら地域コミュニティ組織の運営をされていると思います。
そんなみなさんに、何か少しでもヒントやアイディアを提示できればと思い、大分
県内のコミュニティ組織の事例を紹介しております。

本ガイドブックでは、協議会の紹介ではなく、一つの事業や活動に絞って詳細に
記載しております。紹介する事例の中には、明確な成果がでていない事例もありま
すが、事業を行っていく上でのプロセス等が優れているため優良事例と捉え紹介し
ております。

Ⅱ 本ガイドブックの構成
1事業ごとに見開き1ページを使い、左ページに事業の狙いや経緯を、右ページ

には活動の流れや協議会の構成などをまとめています。また、検討する上での
ToDoリストも載せておりますのでご活用ください。

目次

はじめに
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深見地区まちづくり協議会(宇佐市)

①活動の狙い

・ インターンシップ生からの提言で、深見地区を見直すきっかけ作りを創出

取り組みのきっかけは、宇佐市が、宇佐市地域交流ステーション（旧深見中学校、深見

まち協の事務局もある）の幅広い利用を目的に企画し、指定管理先の深見まち協がイン

ターンシップ事業を始めた。宇佐市では、取り組みを周知するために、深見まち協を国

交省のＨＰ内にある「若者の地方体験交流事業」の受け入れ先として登録している。そ

の中から、参加を希望する学生が、インターンシップ先を選ぶ仕組みになっている。ま

た、深見まち協では、宇佐市地域交流ステーションの指定管理料からインターンシップ

に係る費用を負担している。

④取り組みのポイント：受け入れプログラムの工夫

研修のプログラムは、深見まち協の目的に沿った内容をベースに、学生の志向や特技

などを事前に聞き、学生と地区双方が満足のいくプログラム構成を心掛けている。また、

参加学生にホームページサイト「地域づくりインターンin深見」を作成、更新してもら

い、学生自身が広報活動も担っている。

加えて、インターンシップ事業が日常業務に支障を来さないよう比較的まち協の業務

の少ない8月・9月（学生の夏休みでもある）を中心に受け入れている。地区住民や地

域おこし協力隊などの協力を得て、５、６人で分担して準備やサポート体制を整備して

いる。

②活動の効果

・深見地区を見直すきっかけ作り

→最終日に「私自身の深見地区の関わり方」というテーマで学生が発表を行う。外部の若

者の視点による地区の価値の再発見や活動のヒントにもなっている。

・インターンシップ生との継続的な関係構築

→インターンシップ終了後も年に数回深見地区を訪れる学生もおり、深見との関係は続い

ている。

③取り組みの経緯

深見地区まちづくり協議会(以下深見まち協)では、学生インターンシップの受け入れを行っている。2020年

までの3年間で、首都圏や地元の大学生6名の受け入れを行った。学生の滞在期間は、1週間～2週間、宿泊施設

は宇佐市地域交流ステーションを活用し、学生の希望や時期に合わせたプログラムを構成している。

ふかみ
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東飯田まちづくり協議会

<まとめ> 関係人口の創出サイクルの実現
学生自身が更新するインターンシップホームページにより、来年度以降のインターン

シップ学生の確保につながっている。また、深見まち協と関わった学生たちは継続的な関
係を構築しており、関係人口の創出に繋がっている。

まち協の関係人口を増やすサイクルをインターンシップから作ることができるのでは。

⑤一週間のスケジュール：（例）APU留学生４名の受入

Ｖ

事前打合せや初日のオリエンテーションで、インターン
シップの趣旨を説明することで、発表会を意識した一週間
を過ごせる。

2日目に自己紹介プレゼンテーションをまち協役員の前
で行うことで、地区全体で学生を受け入れる体制を作る。

［参加学生の声］

地方体験交流事業のホームページで深見まち協を
知り、大学の先生の薦めもありインターンシップに
参加しました。

このインターンシップでは、人との関わり方、組
織の動きなどを学ぶことができ、その後の学生生活
にも生きています。

就職した後も、定期的に深見にお邪魔したいと
思っています。

東京工業大学
大学院修士2年
猿川 響さん
(2019年度インターンシップ生)

項目
プログラム

案
宿泊施設

参加者の
食事

運営における
まち協の負担

参加者の
確保

その他

ToDo
リスト

□地域の実
情や目的
に応じた
内容、対
象

□宿泊可能
な拠点施
設の有無

□地域の宿
や民泊の
活用

□拠点施設
での自炊
の可否

□買い出し
の移動支
援の要否

□拠点施設での当
直及び日中のプ
ログラムの分担

□事前打ち合わせ
等の連絡調整

□複数人で対応で
きるのか

□HP、ネット
などでの広報

□地域系大学へ
の宣伝など

□学生へ
経済的
支援は
可能か

⑥取り組みを進める上でのToDoリスト

［1日目］

オリエンテーション

（趣旨やスケジュー
ルの趣旨説明）

［２日目］

AM：コキア植栽

PM：プレゼンテーション

（留学生自己紹介）

［３日目］

フードイベント

（留学生が自国の料理を紹
介、試食等を実施）

［４日目］

地区運動会

（留学生も参加してミニオ
リンピックを実施）

［５日目］

AM：ホームページ更新

（学生が広報を担当し、HP
の更新をしてもらう）

PM：自然散策

［６日目］

AM：発表準備

PM：発表

（1週間の成果発表）

プログラムの中に自由時間を入れ、レンタサイク
ルを利用して自分たちで散策してもらう。インター
ンシップホームページを学生が更新し、インターン
シップを宣伝してもらう。サイト自体も以前のイン
ターンシップ生が作成した。実際に、サイトを閲覧
した大学生からの問い合わせもあった。

［意思疎通とプログラム編成］ ［地区住民との交流］

［事前打合せ］
学生とまち協で事前
の打ち合わせがある
とスムーズ。

［まち協の負担軽減と次につなげる工夫］
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自主財源の獲得で夢を叶える協議会へ
(リサイクル資源回収)

津房地区まちづくり協議会(宇佐市)

・年間20万円～30万円の売上

→津房まち協で集積場を設置し、住民に資源ごみを持参してもらい、定期的に業者に

回収を依頼。

・ごみ出しの利便性向上

→24時間いつでも利用できる集積場は、住民からも好評。

津房地区のリサイクル資源回収事業は、もともと津房小学校PTA主体で実施していた。

しかし、少子高齢化に伴う児童数激減で津房小学校では回収が難しくなったこと、また

津房まち協自立への自主財源獲得の必要性が高まったことなどにより、7年前から津房

まち協で回収事業を担うようになった。

実施にあたり、津房まち協の事務所に隣接する農協の遊休施設を年間5,000円で借り

上げて共同集積場を設置した。また、津房小学校で始まった回収事業ということもあり、

利益を津房まち協と津房小学校とで折半している。津房小学校では、子どもたちのス

ケート教室や工場見学の交通費などに充てている。

住民の利便性向上のため集積所は施錠せず、２４時間持ち込めるようにしている。一

方で、マナーや集積所の使い方については広報紙等で定期的に津房まち協が呼びかけて

おり、今まで大きなトラブルなどもなく回収ができている。

また、津房まち協では、集積所でのごみの整理や仕分けの負担を減らすため、回収対

象を、古紙類、アルミ缶、一升瓶、ペットボトルに限定している。加えて、販売先業者

の選定も工夫しており、買取単価の額および安定性や、回収日を柔軟に対応してもらえ

るか、回収時に集積所の清掃をしてくれるかなどを選定の判断基準にしている。

①活動の狙い

④取り組みのポイント：回収率の向上につなげる仕組みづくり

②活動の効果

③取り組みの経緯

津房地区まちづくり協議会(以下津房まち協)では、自主財源獲得のために数多くの事業を行っている。今回は

リサイクル資源回収事業を紹介する。

・自主財源の獲得

つぶさ
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<まとめ> やりたいことができる協議会に
自主財源の獲得は、どこの地域コミュニティ組織でも苦慮している点である。津房ま

ち協では安定的かつ、事務局の負担も少ない財源の獲得に成功している。リサイクル回
収事業以外にも、津房まち協は、津房温泉の運営委託などで年間100万円近くの自主財
源を得ている。自主財源が多くなると、協議会でやりたいことがより実現しやすくなり、
地区のモチベーションや主体性の向上にもつながる。

開始以来同じ業者に
お願いしており、日程
や回収対象外のごみの
回収など融通を利かせ
てもらうこともある。

（津房まち協 岡事務局長）

リサイクル回収事業は、信頼関
係で成り立つ事業だと思います。
まち協、住民、業者など信頼関係
が保てるような工夫が必要です。

今後は、自力で集積所に来るこ
とのできない高齢者向けに。引き
取りサービスも検討しています。

回収の対象となるごみを
定め、広報紙等で住民に呼
びかけている。

一方で、ときおり持ち込
まれる回収対象外のごみに
関しては、処分経費も必要
経費と考え定期的に処分し
ている。

まち協事務局と隣接しているため、
何かあればすぐに対応もできる。

資源ごみの種類 売り上げ 補足

4月2日 古紙、アルミ缶 ¥50,040 リサイクル報奨金含む

4月6日 ビン ¥3,520
5月8日 ビン ¥1,260
6月27日 古紙、アルミ缶 ¥47,580 リサイクル報奨金含む

8月5日 ビン ¥2,110
9月21日 古紙、アルミ缶 ¥54,730 リサイクル報奨金含む

10月6日 ビン ¥5,110

年間事業経費 (¥7,570)
回収対象外品処分

(処理代金＋運搬作業費)

年間収益 ¥156,780

項目
現状確認

活動のきっかけ
仕組みづくり

運営における
まち協の負担

売り上げ

ToDo
リスト

□地区内の同様
の取組を確認

□既存の取組の
強化連携か、
新規の取組か

□住民の声は？

□集積所の確保（立地、
スペース、賃料等）

□ルールの作成
□取組の広報
□回収業者の選定

□集積所の賃料
集積所の整理、
回収対象外のごみ
処分（処分料、人
件費など）

□業者とのやりとり

□収益の使い道
□自治体の奨励

制度等の確認
□目安（津房は、

住民1,500人
で年間20万円
～30万円）

［換金］

【2020年4月～12月の収益】

宇佐市独自のリサイクル報奨金制度
があり、リサイクル推進団体に登録し
ておくと古紙分に対して報奨金が交付
される。

［ルールと融通］

［事務局長の声］

⑤活動の流れ

⑥取り組みを進める上でのToDoリスト

［業者が回収・清掃］［集積所に住民が持参］

津房地区まちづくり協議会だより
47号より抜粋→

↑集積所の外観 ↑集積所の内観
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農業イベントで地元農家を後押し
(宇佐クロダマル物語)

北馬城地区まちづくり協議会 (宇佐市)

2015年に北馬城まち協が発足し、その際に集計した住民アンケートで農業振興が

上位にあがった。そこで、地元の農事組合法人「よりもの郷」が以前より独自で取り

組んでいたクロダマルの販売促進活動を、北馬城まち協の活動に盛り込み議論を進め

た。魅力ある企画にするために、イベントコンサルタントなどの専門家の力を活用し

た。その結果、クロダマルの種まきから収穫、加工までを楽しめる現在の宇佐クロダ

マル物語が生まれた。

宇佐クロダマル物語は、単発のイベントではなく年に4回実施している。そのため、

参加者はクロダマルへの理解を深め、リピーター獲得につながっている。また、北

馬城まち協の事務局とイベントの参加者で意見交換会も行っており、北馬城まち協

はもちろん参加者同士のコミュニケーションが増えるような工夫をしている。

イベントのプログラム作りは、年に8回ある実行委員会の中で決めており、実行委

員会の組織の中には北馬城まち協、よりもの郷の他にイベントコンサルタントや別

府大学の学生も加わっており、多種多様な意見が出る場となっている。

北馬城地区まちづくり協議会(以下北馬城まち協)では、1年を通じて特産品の黒大豆「クロダマル」の魅力を

知ってもらうイベントを行っている。2016年から開始し、5年目を迎えるが、年々イベントへの参加者が増え

ており、2020年度のイベントでは、3回で延べ248名が参加した(新型コロナウイルスの関係で1回中止)。

①活動の狙い

②活動の効果

③取り組みの経緯

・北馬城地区の農業の担い手確保

・北馬城地区のPR

・栽培農家の増加、地元農事組合法人等の収入増

・地域外のイベント参加者の増加

④取り組みのポイント：物語を重視したイベントプログラム

きたまき
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<まとめ> 農業から始める地域活性化
宇佐クロダマル物語を始めてから、北馬城地区のクロダマルの売上も増加し、PR効果は

成果を上げている。一方で、イベント自体は毎年赤字で推移している。また、イベントス
タッフ等もボランティアで行っており、人件費等は計上していない。北馬城まち協の後藤
会長は、「北馬城の基幹産業が農業です。今は担い手が減り、勢いが無くなっている。そ
のため、イベントに多少の赤字があっても、将来の北馬城の農業振興へつなぐための今と
捉え、まち協の事業予算から差し繰りしています。北馬城地区の農業のために今後もイベ
ントを続けていきたい。」とお話ししてくれた。

クロダマルのことを知ってもらうため事前に、より
もの郷から資料を配布し、クロダマルの説明を行う。
収穫の際は、6月にまいた場所に印をしているため、
自分がまいたものを収穫できるように工夫している。
収穫体験のみに参加の方は自由に収穫をしていただく。

今までのイベントのどれかに参加した方には、直接
往復はがきを送り、リピーターの確保につなげている。

項目
きっかけ
現状確認

イベント
プログラム

実行委員会
運営における
まち協の負担

参加者の
確保

ToDo
リスト

□既存の農業団
体、農家等か
らの要望

□住民からの声
(アンケート等)

□イベントの目的
を明確にする

□一回で終わらな
いイベントが望
ましい

□多様な主体が
入ったメン
バー構成

□広報活動
□事前準備
□当日の運営

□マスコミ、市報
等での広報

□前回参加者への
往復はがき送付

収穫が終わるタイミングでマルシェを開催し、
地元の7団体に出店してもらう。マルシェではクロ
ダマルを使ったスイーツなどを販売しており、イ
ベントの盛り上がりに一役買っている。出店料は
貰っていない。加えて、イベント時には毎回、特
産品も販売している。

⑤一年間のスケジュール

⑦取り組みを進める上でのToDoリスト

［種まき体験］

時期：6月

お土産：玉ねぎ2㎏

参加実績：56人

［枝豆収穫体験］

時期：10月

お土産：枝豆1束

参加実績：126人

マルシェの開催

［黒大豆収穫体験］

時期：12月

お土産：黒大豆1袋

（300g）

参加実績：66人

マルシェの開催

［豆腐作り体験］

時期：1月

お土産：ざる豆腐1丁

試作品の持ち帰り

参加実績：コロナの為中止

地元豆腐店が指導者

［参加者への配慮と次につなげる工夫］

［地域を巻き込んだイベント］

⑥宇佐クロダマル物語実行委員会

メンバー構成

・北馬城地区まちづくり協議会
・（農）よりもの郷
・イベントコンサルタント
・地元豆腐店

※運営は北馬城まち協の事務局が担う。
実行委員会はイベントごとに2回ずつ開催する。

・参加費：大人1,000円、子供500円
・開催場所：よりもの郷管理圃場、うさ児童館
・当日のスタッフ：よりもの郷から3〜5人

参加者のサポート、手当なし

<協力組織>
・大分県北部振興局
・宇佐市観光・ブランド課
・別府大学の教員と学生数名
（学生と地域で

意見交換を行う。）

・収入→イベント参加費
・経費→・北馬城まち協のイベント

事業予算(年間12万円)
とイベント参加費で賄う

・赤字の場合は、北馬城ま
ち協の予算から捻出

・イベントの売上の30％
をよりもの郷へ分配

財政面
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地元小学校の存続を目指して
(移住支援)

田染地区空家等対策連絡協議会 (豊後高田市)

・移住者の増加

→2016年からの４年間で１２世帯４５名もの家族が移住した。

・田染小学校の児童数の増加

→5年前と比較して1.5倍に増加。全校児童のうち移住者が7割を占める。

地域の活力衰退や空き家の増加などが課題となる中、2015年に田染小学校の新規

入学者が0となった。地元小学校存続の危機感が生まれ、豊後高田市と田染地区住民

合同で会議等を開き、田染地区空家等対策連絡協議会が発足した。連絡協設立後は、

連絡協独自で空き家調査を1か月かけて実施し、田染地区内の空き家の現状を確認し

た。

連絡協は、連絡協の運営と自立を目的として2016年より豊後高田市から補助金の

交付を受けている。さらには、同年に地域の拠点施設として、田染交流館「蔵人」を

開設した。その蔵人では空き家事業の他に、地域内外との交流促進事業にも尽力して

いる。

連絡協では、移住者受入に向けたサポートを実施している。従来の空き家事業では、

市の空き家バンクに登録している物件を市役所職員が紹介するが、田染地区では連絡

協にて鍵の管理を行い、空き家の内見には連絡協も同行している。そのため、移住す

る前から地区の方とのコミュニケーションが取れ、移住に向けた調整等も進みやすい。

また、効果的なのが連絡協と豊後高田市が共同で行う「田舎体験プログラム（2泊

3日）」である。空き家の内見だけでなく、地域の魅力を感じてもらう工夫がされて

いる。特に最終日の田染小学校の児童との交流会では、地元小学生から田染地区の魅

力などをプレゼンしてもらう。その結果、参加した世帯の５世帯１９名の移住が実現

している。移住が決定した後も、連絡協が地区住民へのあいさつ回りなどに同行する

ため、トラブルも少ない。

たしぶ

田染地区空家等対策連絡協議会(以下連絡協)では、地域の少子高齢化・人口減少が進む中、小学校の存続や人

口増による地域活性化のために子育て世帯をターゲットにした移住者支援を行っている。

・子育て世帯の増加
・田染小学校の存続

①活動の狙い

②活動の効果

④取り組みのポイント：移住から定住のサポート

③取り組みの経緯
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東飯田まちづくり協議会

<まとめ> 子どもたちと暮らしていく昔の田染地区へ
田染小学校では、前述のとおり全校児童の7割を移住者が占めている。その要因は、連

絡協の受け入れ体制の充実や移住者へのサポートの手厚さである。連絡協会長の渡邊さん
は、「昔の田染地区は、子どもたちを中心とした生活が当たり前だった。昔のような田染
地区を取り戻したいと思って活動を続けています。」とお話ししてくれた。

豊後高田市に登録の空き家は、鍵の管理等は大家が行っ
ており、市役所はあくまで移住者と大家とを繋ぐ窓口の役
割を担っている。しかし、田染地区では、連絡協が空き家
の管理等を行っている。家賃の交渉等も大家と行ってくれ
るため、スムーズに移住できるようになっている。また、
移住者が市に提出する空き家のリフォーム等に関する書類
も、連絡協で作成補助をしている。

項目
きっかけ
現状確認

空き家調査 取組方針の検討
取組体制・内

容の検討
活動資金

ToDo
リスト

□地元小学校の
児童の減少等

□地区の空き家
の状況は？

□世帯数の変化、
呼び込みたい
世代は？

□市町村の空き
家対策部署へ
の相談、連携

□調査方法の検
討 (自治会で
手分け、調査
項目・視点、
不動産会社と
協力)

□空き家の利活用
（空き家バンク、

移住者促進、店
舗転用等）

□空き家適正管理
（防災、防犯、景

観等）

□市町村の移住
担当部署への
相談、連携

□支援体制と支
援内容(移住相
談、申請書の
補助等)

□活用可能な施
策の有無

□組織内での予
算措置の検討

［移住相談］ ［空き家の内見］
［諸申請書の

作成補助］

［地区住民との

顔合わせ］

連絡協の構成員に
は、自治会長や駐在
署員も入っているた
め、困りごとがあれ
ば、いつでも相談が
できる体制が整って
いる。

［ワンストップで物件決定］

⑤移住までの動き

［田舎体験

プログラム］

７月

⑦取り組みを進める上でのToDoリスト

⑥移住支援の体制

［連絡協のメンバー］ ［業務内容（移住支援事業）］

・空き家の調査
・空き家マッチング奨励事業

→空き家所有者と交渉し、市の空き家
バンクに登録する

・田舎体験プログラムの実施
・移住予定者と市役所、大家(空き家所有

者)、地区住民の間の諸課題の調整等

・「空き家マッチング奨励事業」奨励金(2万円/登録物件)
・豊後高田市からの補助金(地域運営組織支援事業)

→助成額は、活動費の3/4（上限：世帯数×１千円）
→連絡協では、空き家の維持管理費や交流促進事業費等に充当

・会長1名 ・副会長2名
・事務局長(公民館長)1名 ・相談役2名(市議)
・理事20名
(自治会長12名、田染小学校校長、 田染中学校校長、
田染駐在署、田染小学校PTA会長、田染中学校PTA会
長、総合振興推進協議会会長、田染の学校を愛する会)

［財政面］

［魅力を伝える工夫］ ［移住後のサポート］
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特産品開発で自主財源を獲得
(えごまの栽培、加工)

都松地区振興協議会 (臼杵市)

2015年に都松地区振興協議会が設立し、地区住民の健康増進と自主財源の確保の

観点から特産品開発が重点事項として話題に上がった。いくつかの候補の中から比較

的簡単に栽培の出来るえごまに決定した。ただ、元々えごまは都松地区の特産品では

ないため、振興会の事務局長を中心に先進地研修や勉強会などを実施した。当初、搾

油は他県の法人に依頼していたが、2017年度に「企業組合都松地区特産品振興会」

を設立し、搾油機を導入した。現在では、その企業組合が、加工、販売を担っている。

振興会は、企業組合から施設利用料として売り上げの一部をもらい、各種イベントの

運営費に充てている。

振興会では、栽培初心者や栽培に対して不安な方向けに、栽培実習を企業組合と

合同で実施している。実習は、振興会で管理してる試験圃場を使い、種まき、移植、

収穫、脱穀、水洗いなど時期に応じて実施する。また、栽培初心者の方には、振興

会の事務局長が直接出向いて指導をするなど、困ったことがあればいつでも相談で

きる体制にしている。そのおかげで、栽培農家・収穫量共に大幅に増加した。また、

振興会の事務局では搾油料1kg500円、加えて100円で瓶詰め・ラベルの提供を

行っており、栽培農家の自家消費も推奨している。

みやこまつ

都松地区振興協議会(以下振興会)では、えごま油や黒ニンニク、甘茶などの健康食品の生産、加工、販売を

行っている。今回紹介するえごま油は、臼杵市のふるさと納税の返礼品にもなっており昨年度は全体で412本、

約120万円を売り上げ、完売した。また、臼杵市のブランド推進事業「うすきの地もの」にも選ばれており、

着実に特産品としての知名度も高くなっている。

①活動の狙い

・ 自主財源の確保

・ 地区の活性化

②活動の効果

③取り組みの経緯

・コンスタントな収入
→えごまの栽培農家、作付面積、収穫量は毎年増加しており、振興会の安定的な収

入源になっている。自主財源で、地区の行事の費用を賄っており、地域住民に還
元されている。

・地区イベントの参加者増加
→特産品開発で携わった方が地区の他のイベントに積極的に参加してくれるように

なり、特産品の取り組みから好循環が生まれている。

④取り組みのポイント：事務局の手厚いサポート

↑えごまの移植作業
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東飯田まちづくり協議会

<まとめ> 特産品開発で地域も元気に
地域の健康づくりのために始まった特産品開発は、ふれあい交流活動と共に都松地区の

活動の中心になっている。特産品開発に携わっている方が、振興会の各種行事にも積極的
に参加しており、地域内の盛り上がりにも大きく寄与している。一方で、企業組合の業務
を振興会が一部兼務しており、業務に対しての手当等はない。振興会の大戸事務局長は、
「人件費を考えると、とてもではないが儲かっているとは言えない。しかし、この事業で
地域のつながりが以前より強くなったと感じている。これからも続けていきたい。」とお
話ししてくれた。

試験圃場は、えごま栽培の初心者向け
の研修の場として、住民の方と一緒に管
理している。企業組合が栽培方法をレク
チャーしながら、参加者と作業すること
で圃場管理の負担を軽減している。

項目
現状確認

活動のきっかけ
栽培 加工

運営における
振興会の負担

販路

ToDo
リスト

□コンセプト
(みんなが元気に
なる、財源確保等)
□何を作るか
(地域の熱意、元来
の特産等)

□振興会で
圃場の管理

□栽培農家に
委託

□加工所の
設置

□別組織へ
委託

□生産者とのコミュ
ニケーション

□加工所の管理
□圃場の管理

□ふるさと納税の
返礼品

□地元の直販所等
□インターネット

販売、通信販売
サイト登録

［刈取・乾燥・脱穀］

[種子の水洗い・乾燥]

10月

［発注：ふるさと納税］

[搾油・瓶詰め・ラベル貼り]

[販売]

11月以降

2017年にふるさと納
税の返礼品として登録し
たことで、出荷本数が倍
増した。その成果が認め
られ臼杵市のブランドに
認定され、今後の販路拡
大も大きく期待できる。

［自主財源等で

イベント実施］

獲得した自主財源で、ふ
るさとまつりを始め、各種
行事の費用を賄っている。
振興会の主催するすべての
行事を、無料にしている。

［種まき］

5月下旬から6月初旬

⑤一年間のスケジュール：えごまの栽培、加工、販売

［試験圃場の利活用］ ［返礼品とブランド化］ ［住民への還元］

⑦取り組みを進める上でのToDoリスト

⑥振興会と企業組合

振興会 企業組合

・加工所(搾油機)の設置
（418万円<搾油機は260万円>、県

と市の補助金を利用し、1/20を負
担。）

・事務局員が2名常駐
・試験圃場の管理

・税法上の処理、営業許可等の関係
で企業組合を設立

・構成員は振興会事務局と役員
・栽培農家41戸 ・作付面積153a
・役員手当なし

・振興会の事務局が
企業組合の業務も担う

・毎年20万円を加工所使
用料として支払う

・試験圃場で栽培したえご
まは企業組合で買い取る

（1kgあたり2,000円）

搾油風景→

えごまの圃場→

実際の商品→
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地区の財産を守り財源確保
(共有林の管理)

津房地区まちづくり協議会(宇佐市)

・共有林の間伐で約270万円を獲得

→津房まち協が宇佐市森林組合に委託し、間伐を実施

・毛無尾共有林の事務管理が正常化

毛無尾共有林は、もともと旧津房村役場の公有地であり、1955年の町村合併の際に
地元住民が津房殖林組合を立ち上げ、共有林として引き渡された。津房殖林組合は、当

時の津房農協の役員・職員が構成員に入っており、事務管理などを津房農協の職員が兼

任していた。しかし、農協の統合などに伴う事務所の移転で、事務処理を担える人がい

なくなり、2008年から正常な事務管理が行われていなかった。管理自体も、毛無尾共

有林に隣接する萱籠地区の数名で行っていたため、津房住民の中でも、毛無尾共有林の

存在を知らない方も多かった。

そこで、2014年に津房まち協が津房殖林組合を吸収する形で、毛無尾共有林の管理

を担うようになり、共有林の所有権も津房まち協に変更している。

津房まち協は、宇佐市から地縁団体の認可を受け、津房まち協名義で毛無尾共有林の

所有権登記を行った。従前の毛無尾共有林は、津房殖林組合役員4名の個人名義で所有

権登記されていたが、役員交代のたびに登記変更する費用や手間がかかるため、変更登

記に至った。

津房まち協の地縁団体認定取得と毛無尾共有林の所有権移転登記は、管理が移管され

た1年後に実現した。加えて、津房まち協では、固定資産税の免税申請を行い、公共性

が認められたため、固定資産税は非課税となっている。

また、所有権移転登記費用の約7万円は、所有権移転と同時並行的に実施した毛無尾

共有林間伐事業の収益から捻出した。

①活動の狙い

④取り組みのポイント：認可地縁団体に認定

②活動の効果

③取り組みの経緯

津房地区まちづくり協議会(以下津房まち協)では、地区の共有財産である、毛無尾共有林の管理業務を行って

いる。

・共有林の適切な保全

つぶさ

・管理の明確化

けなしお

↑共有林の確認作業
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<まとめ> 大切な共有財産を地区全体で守っていく
津房まち協では、森林資源を循環利用するために毛無尾共有林を全伐し、新たな植林活

動の実施も視野に入れている。実現するためには、次の世代が継続して共有財産を管理で
きるような仕組みが必要である。その一歩として、広報紙等で毛無尾共有林について周知
を続け、着実に毛無尾共有林の地域内での知名度は上がってきている。地道な取り組みだ
が、今後の毛無尾共有林の保全にはとても大きな一歩である。

・管理業務は専門委員2名で実施
→毛無尾共有林と隣接する「萱籠地区」か

ら選出
→手当は、1人あたり年間1万2千円
→業務は、草刈りや大雨の際の現地の確認

・事務管理は、津房まち協の事務局が担当
→決算資料の作成、広報事業

・年に1度、専門委員と津房まち協役員等で現
地確認作業の実施

［毛無尾共有林の管理移管］

項目
現状確認

活動のきっかけ
共有財産の所有権 地縁団体の認可 共有財産の管理

ToDo
リスト

□共有財産の有
無の確認

□現状の共有財
産の管理は適
切なのか

□登記上の所有者は誰
なのか確認

□登記変更の必要性を
検討

□自治体の地縁団体
認可の仕組みを確
認(一般的に、団体
の規約、地域活動
を行っている証明
書類などが必要)

□管理の方法
□管理に係る経費
□間伐等の必要性
□収益の使い道

［毛無尾共有林(面積：58003㎡)の管理］

⑤毛無尾共有林の登記・間伐までの流れ

⑦取り組みを進める上でのToDoリスト

⑥毛無尾共有林に係る業務

［毛無尾共有林の知名度向上］

津房まち協では、この間
の経緯を広報等で随時お知
らせし、共有林の認知度向
上に努めている。現在では、
年に1度の毛無尾共有林の
現地確認作業に、新任の区
長さんや一般住民の方を招
いている。

・2014年津房殖林組合か
ら管理が移管。

［地縁団体として認可、登記］

・2015年に津房まち協が、宇佐市地縁
団体の認定取得

・2016年に、登記を津房地区まちづ
くり協議会に変更

［間伐］

・宇佐地区森林組合に間伐の業務委託
→まち協独自で実施するよりも、経

費が削減できると判断
・間伐作業中は、津房まち協の共有林

担当専門委員2名が定期的に現地確認
・収益は、地区非常時の予備費として

毎年繰り越している↑共有林の確認作業
津房地区まちづくり協議会だより16号より抜粋↑

津房地区まちづくり協議会だより
48号より抜粋→
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制度の隙間を埋める地域での支え合い
(有償ボランティアによる生活支援)

くらしのサポートセンター東

東飯田地区まちづくり協議会 (九重町)

・活動件数152件、活動人数延べ200人（2019年度）

・活動会員49人、利用会員80人（2020年11月現在）

・出張カフェや軽トラ市へ、活動が波及

東飯田地区は、九重町北西部に位置し、人口は約2,400人で、34行政区あり、小学

校区、公民館区とも一致する。東飯田まち協は、2009年に設立された。2010年に作

成したまちづくり計画書の地域福祉の推進の項目の中に、「シルバー人材派遣事業」を

明記していた。2015年の介護保険制度の要支援者向けサービスの見直しを背景に、い

つまでも東飯田地区で暮らし続けてもらいたいとの願いから、生活支援の有償ボラティ

ア制度を作ることとした。

東飯田まち協サイドが町社協へ相談し、町役場、町社協の全面的な支援の下、先進地

視察、3日間のセミナーでの勉強、マッチング体験、2回の準備会を経て、最初の視察

から半年ほどたった2019年4月にくらサポが設立された。

成功のポイントは、活動したくなるプロセス、プログラムである。まず先進地視察を

行い、中心メンバーの意欲を高め、イメージを共有する。次に、3日に及ぶセミナー

（延べ300人近くが参加）で住民の問題意識を深めると同時に、具体的な支援スキルを

身につける。さらにマッチング体験をすることで、実際のニーズを確認し、自分自身が

活動する場面を想像する。これらを通じてスキルもあり、モチベーションも高い活動会

員が集まった。ちなみに現在の活動会員のうち約8割はセミナー参加者である。

設立後は、既存会員の口コミに加えて、広報紙での情報発信、東飯田まち協が行う集

落懇談会や、頼母子（たのもし）、各種若者グループでの活動紹介、勧誘を行い、新規

メンバーを増やしている。

① 活動の狙い

④ 取り組みのポイント：みんなで、丁寧に

② 活動の効果

③ 取り組みの経緯

九重町東飯田地区では、町役場、町社協のサポートの下、「東飯田地区まちづくり協議会（以下東飯田まち協）」

が有償ボランティアによる生活支援事業を行う「くらしのサポートセンター東（以下くらサポ）」を立ち上げ、大き

な成果を上げつつある。

・既存制度ではカバーされない生活支援ニーズへの対応
・高齢者等の働く場づくり
・活動を通じた人材育成や交流促進による地域力向上

最も多い要望は家周辺の草刈りや木の伐採

で年間100件。家の中の作業と外出支援が

50件弱と続く。（写真：くらサポ東提供）
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<まとめ> 人材育成との両輪が大事
東飯田地区のくらサポはまだ設立2年目だが、大きな成果を出している。背景には町役

場や町社協が、日頃から社会教育、福祉分野での人材育成に熱心だったことも影響してい
る。公民館の各種の教室や講座、各集落でのサロンやマップ作りなどの活動がベースにあ
り、それらとの相乗効果でまち協やくらサポの活動が花開いている。東飯田地区の取り組
みは、まち協やくらサポの仕組みだけでなく、人材育成や場づくりといった地域づくりの
基礎の重要性を改めて教えてくれる。

項目 日頃の地域活動
取り組み
の正当性

事務局体制
関係機関

の支援体制

チェック
リスト

□公民館活動やサ
ロン、ボラティ
ア活動などが盛
んな地域か？

□地域コミュニ
ティ組織の活
動計画に生活
支援の記載は
あるか？

□地域コミュニティ
組織以外に、受付
やマッチングにつ
いて、協力を得ら
れる組織・団体は
あるか？

□関係機関との日頃
のコミュニケー
ションは活発か？

□支援制度あるか？
□相談できる職員は

いるか？

⑤ 活動の流れ

⑧ 取り組みを進める上での検討事項リスト

サービスの利用希望者は、まず会費を払い会員登録をし、利用希望をくらサポ事務局

へ連絡する。初回の場合はくらサポのコーディネーターを務める地域包括支援センター

（町社協）の生活支援コーディネーター（ＳＣ）と、まち協支援を担当している地域お

こし協力隊が現地を下見し、作業場所や必要人数などを確認する。その上で内容、スケ

ジュール、居住地域を考慮し、活動会員とのマッチングを行い、作業が行われる。

⑥ 組織と運営

2020年11月現在、活動会員は49人、利用会員は80人いる。会長、副会長、会計

事務局の3人の役員がおり、その3人を含む10人で運営委員会を構成する。上で見たよ

うに、利用会員と活動会員のマッチングは協力隊と町社協のＳＣが担う。基本的にまち

協とは別組織として運営されているが、利用希望の受付、広報誌の作成、マッチングの

助言などは東飯田まち協事務局が担う。また幟旗などの備品の購入も東飯田まち協が支

援している。九重町では、公民館に常勤の主事を配置しているが、東飯田公民館では、

くらサポのマッチングの省力化のためのソフトをその主事が開発するなどで連携してい

る。

⑦ 収支

活動会員、利用会員とも年会費は500円で、それ以外に賛助会員（一口500円、口

数は任意）の仕組みがある。作業については室内が1人30分300円、屋外は500円で、

それに機械損料を含めた活動報酬が活動会員へ支払われる。2019年度、会費は13万

円、利用料は31万円で、町社協からの各種助成金が約25万円あった。これ以外に備品

購入の県の補助金（大分県パワフルシニア活動応援事業費補助金）が50万円分ある。

支出は主に活動会員報償費、消耗品、通信費などだが、保険料が6万円かかっている。
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